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Ⅰ．現状認識  

わが国は「観光立国」の実現に向け力強く前進している。訪日外国人旅行者数は

昨年 3,000万人の大台を超えてなお順調に増え続け、政府が 2020 年の目標に掲げ

る 4,000 万人の実現も見えてきた。他方、これまでに経験したことのない数と増

加の急激さから、わが国が今後インバウンドの拡大に適切に対応していけるのか、

受け入れのあり方が強く問われる段階に入ったといえる。 

まず、インバウンドは日本全体として見れば行き先がまだまだ地域的に偏って

おり、格差が大きい。一部で見られるオーバーツーリズムの解消もにらみつつ、各

地にバランスよく分散させていけるかが課題となっている。 

また、６割とされるリピーターの拡大は、観光地の魅力という点にこれまで以

上の課題を突き付けている。団体旅行から個人旅行への移行に伴い、モノ消費か

らコト消費への変化に代表されるように観光ニーズはきわめて多様化している。

各地は観光資源のさらなる磨き上げと魅力の創造に不断の努力が求められる。 

いま日本は、外国人が訪れる先として、数の上で世界のトップ 10入りが目前に

迫るまでになった。これは、日本の観光が新たに本格的な国際競争時代に入った

ことを意味する。各地の観光産業において、インバウンド需要に的確に対応でき

るよう競争力向上のための革新が必要である。 

以上を踏まえ、世界の中の「観光先進国」をめざす政府に対し、各地域や観光

産業における自助努力が円滑に進むよう、それを後押しする環境整備や支援等に

ついて以下のとおり提言する。 

 

Ⅱ．観光振興の基本的考え方となされるべき対策の方向  

【地方創生実現の主軸となるべき観光振興】 

観光は、風景・自然条件や歴史・文化、風土など地域固有の資源を生かし、官

民を挙げた総合力によって魅力の創造・提供を行う地域の一大産業である。国の

内外から交流人口と消費を呼び込み、地方創生実現の柱として振興していくこと

が重要である。本提言のポイントは以下の３点である。 

【ポイント１】旅行者をあまねく全国へ分散・拡大 

増加するインバウンドを全国の地方・地域に行き渡らせ、併せてオーバーツー

リズムの是正を図らねばならない。訪れる人の数以上に重要なのは、それにより

消費が拡大するかということであり、通信・ネット接続環境や決済手段としての

キャッシュレス環境など訪日外国人の滞在中の利便性確保が求められる。また近

年、大規模災害が頻発し観光振興の制約要因ともなっている。国・地方とも、「災

害は起こるもの」という前提に立ち、対策に万全を期すこと、同時にそれが有効

に機能することを内外に知らしめる努力が必要である。 
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【ポイント２】ニーズの多様化に対応した観光コンテンツの提供 

リピーターが拡大するなか、そのニーズに応えてさらなる旅行消費を呼び込む

ためには、受け入れ側における、多様な観光コンテンツの開発による新たな魅力

の創造と提供が不可欠である。そうした地域の魅力に関する情報が海外の人々に

的確かつ継続的に伝わるよう、国や官民連携による宣伝・プロモーションの強化

が必要である。また、ＭＩＣＥ参加者やビジネス出張者など消費額が比較的大き

いとされる層をターゲットとした呼び込み戦略をとることも重要である。 

【ポイント３】観光産業の競争力向上と人材育成  

宿泊業や飲食業など地方の観光サービス産業では、深刻化する人手・人材不足

に対応した生産性の向上が急務である。また、稼げる観光まちづくりの観点から、

ＤＭＯや地域商社を主軸に観光関連事業を進めることで地域経済への波及効果を

最大化することが求められる。 

なお、言語の問題で外国人とのコミュニケーションが十分に図れず、インバウ

ンド消費を取り込めていないとの指摘や、ビッグデータの活用、ＩＴ利活用など

を行える人材が不足しているために経営効率を上げられないといった切実な声が

ある。国際観光旅客税は、そうした観光産業の生産性向上や人材確保・育成等に

充当することが重要である。 
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Ⅲ．提言事項  

 

１．旅行者の分散・拡大に向けた対応 

（１）交通インフラの整備・拡充 

① ハード面の整備充実・強化 

観光行動には必ず移動が伴う。旅行客を地方に呼び込むためには、交通インフラ

の整備・拡充が何より重要である。また、その財源となる社会資本整備総合交付金の

確保・拡充が求められる。 

➢ 旅行者を各地に呼び込むため、二次・三次交通が毛細血管のように整備されるこ

とが不可欠である。各地商工会議所からも、「駅から先」の交通手段の整備が不足

しているとの意見が圧倒的に多い。 

➢ 目的地へのラストワンマイルや街なかの小回りの利く交通手段の確保が重要。地

域にシェアサイクルなどが適切な管理のもとで導入・運営されるよう行政の支援が

求められる。 

➢ 地方に行けば行くほど、交通インフラのバリアフリー化が進んでいない。大きな荷

物の昇降負担を軽減するためのハード整備の充実が求められる。 
 ＜図表１－１参照＞ 

② MaaSの推進等地域公共交通の利便性の向上 

地域公共交通のネットワークや運行計画が利用者目線になっていないという指摘が 

多い。特に、旅行客の利便に配慮した総合的な交通システムの整備は遅れている。地

域住民の足の確保とのバランスを勘案しつつ最適かつ効率的な交通ネットワークイン

フラの実現を図る必要がある。 

➢ さまざまな実験が進むタクシー相乗等MaaS（Mobility as a Service：交通手段を組

み合わせ、IT の活用等により目的地までの移動に関する予約や決済を一括サー

ビスとして提供する仕組み）を国や都道府県単位で検討し、各地域の実情に照ら

してできるところから実装化していくことが必要である。 

➢ 利用者目線に立ち、複数の運輸事業者の運行計画を地域事情に沿って効率化・

適正化できるよう、諸規制の見直しとともに、自治体間の連携を通じて行政区域に

とらわれない運行システムの構築等を求めたい。 

➢ なお、違法な白タク行為に対しては取り締まりの強化が必要である。 
 ＜図表１－２参照＞ 

③ 自治体における交通担当人材不足等への支援 

地域公共交通を所管する自治体において、運行計画等の専任担当者が不在の自

治体が約８割あり、また計画策定等に必要なデータが紙ベースのところも多く非効率

である。 
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➢ 公共交通担当人材やノウハウが充分ではない自治体に対する国の支援が急務で

ある。また、航空や鉄道との連携も重要であることから、国・県単位での取り組みが

必要である。 

➢ 自治体が紙ベースでしか保有していない、観光を支える道路・港湾等の公共イン

フラ等の構造物情報の電子データ化を進めるためにも国の支援が必要である。 

＜図表１－３、１－４参照＞ 

④ ネット上の経路検索に反映させるべき情報の提供支援 

    インターネットによる経路検索が広く利用されているなかで、中小バス事業者の運行

情報が反映されておらず利用者に不便をかける事例が指摘されている。 
 

➢ 経路検索事業者への情報提供が遅れている中小交通事業者への支援を強化す

べきである。 

 ＜図表１－５、１－６、１－７参照＞ 

⑤ 観光者のニーズに対応した交通手段の導入促進 

一部地域では、外国人旅行者がバス等の地域交通機関に押し寄せ、当該地域住民

の通勤・通学・通院等に支障が出ている例も指摘されている。オーバーツーリズム対策

のひとつとして欧米主要観光地で観光者が自由に乗り降りできる交通手段（米国､英国

では「Hop on Hop off Bus」と称されている）も有効である。 
 

➢ 地域の実情に応じ、例えば欧米で導入されている「Hop on Hop off Bus」の運行が

可能となるよう既存路線バスとの駐車スペース・乗降場所等の調整、バス車両の

大きさ・規格等の制限緩和が必要である。 

 

 

（２）旅行先における利便性向上 

① インバウンド向けネット利用支援の拡大 

訪日外国人旅行者のネット利用環境整備が課題となっており、（利用者にとって）無

料の Wi-Fi 導入が進められつつある。他方、外国人旅行者向けに SIM カードを無料

配布する試みが企業や地域で始められ、一層容易・快適なネット接続の環境を提供

する事例が出ている。 

➢ 無料Wi-Fiの設置に対する支援を継続・拡大するとともに、日本においてよりシー

ムレスなネット接続が可能である SIM カードを訪日外国人旅行者に対し期間限

定等一定の条件のもとに無償提供するなど、その活用支援策について政府にお

ける検討を求めたい。 
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② 多様な決済手段への対応促進 

     キャッシュレス決済が進んでいる国・地域からのインバウンドが急増するなかで、５割

近くの地域で対応が行われていない状況が見られる。 

➢ 移動に関しては、すでに利用可能範囲が広がっている交通系 IC カード（人口カ

バー率約８割：（社）日本バス協会調べ）や QR コード決済等の利活用拡大につい

て、地域の実情に合わせた国の積極支援が求められる。利用を希望する訪日外

国人が取得・活用しやすい体制の整備も必要である。 

➢ 利便性の観点からは、キャッシュレスに関する一定の規格化に向けた検討も進め

られるべきである。 

＜図表１－８、１－９参照＞ 

③ 事業者に対する公的支援施策の利活用の容易化、補助率アップ 

インバウンド受入環境整備・利便性向上に対する国や自治体の補助事業（外国人向け

観光案内整備、トイレの洋式化、Wi-Fi環境整備等）が充実してきている。支援メニューが

多様化する一方で、事業者側から「メニューが多いのは良いことだが、逆に分かりにくい」、

「支援と言っても（他の施策に比し）補助率が低い」などの声や「相談窓口等の一元化や

サポート体制を整備してほしい」といった声が出ている。 

➢ 事業者等の利用が促進されるよう支援項目・内容を一元的に集約した情報提供

や補助率のアップを求めたい。 

④ 案内表示やコミュニケーションに係る多言語対応の推進支援 

移動手段・行先案内に関連する表示の多言語化や外国人とのコミュニケーションが多

くの地域の共通課題となっている。訪日外国人旅行者から、標識の不足や分かりにくさ

についての指摘も出ている。 

➢ 案内表示の英語表記等複数言語化の整備・拡充はもとより、欧州主要国やタイな

ど多くの国で導入されている国際連合道路標識または類似の標識の導入等によ

り、案内表示・標識の国際標準化を図るべきである。 

➢ 数十ヶ国語の多方向会話が可能な通訳機器導入の初期投資に対する支援を求

めたい。 

＜図表１－10、１－11、１－12参照＞ 
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（３）大規模災害の影響の極小化 

① 緊急・災害時における旅行客への適切な情報伝達の強化 

インバウンド向け災害情報提供の仕組みの１つとして観光庁監修の情報アプリ

「Safety Tips（セーフティ・チップス）」があるが、知名度が低いことや提供情報が多岐に

わたり過ぎてかえって使いにくいなどの課題がある。 

➢ 「Safety Tips」の普及状況をチェックするとともに、内容の充実に向け継続的な見

直しを行っていただきたい。また、外国人による訪日前および訪日中のダウンロー

ドが進むような PRや推奨を強力に行うとともに、外国人によるアクセスが多い民間

の便利情報アプリやウエブサイト等との連携を図り普及を拡大すべきである。 

➢ 発災時においては、基本情報（災害の内容、復旧時期、避難場所など）に加え帰

国についての情報提供が求められる。また、当該情報の発信事務局は、平時から

大使館や発着拠点である空港等との連携を強化しておくことが必要である。 

② 自治体における部門間連携のさらなる強化 

旅行者向けの危機管理対応として、国では複数省庁・部門の参画による会議体が

設置されているが、自治体においては、防災部門と観光部門との間でコミュニケーショ

ンの機会が少なく、それが地域で観光危機管理の取り組みが進まない大きな理由の１

つと指摘する声もある。 

➢ 国はもとより自治体においても、防災部門と観光部門の縦割りを排除した連携強

化が急務である。 

③ 観光 BCP策定の促進支援 

国の防災基本計画においては在住外国人および訪日外国人旅行者への配慮が記

載されたところであるが、それに基づき自治体が策定する地域防災計画については、訪

日外国人に対する対応が明記されている例が極めて少ないとの指摘がある。災害時に

おける外国人旅行者や被災観光事業者に対する保護・支援への配慮がなされるよう求

めたい。 

➢ 国は自治体に対し、地域防災計画に訪日外国人等に配慮した対応策を盛り込む

こと、また、観光事業者における BCP 策定の促進や地域版 BCP ともいえる事前

復興計画を作成するよう指導・支援すべきである。 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

8 

２．ニーズの変化・多様化への対応 

（１）観光コンテンツの開発とプロモーションの強化 

① 「ユニークベニュー」や文化財・国立公園等の利活用の推進 

海外では、歴史的建造物や美術館等の公的施設など地域特性や特別感を演出で

きる空間・場所のことを「ユニークベニュー」と呼び、MICE 開催時等に他との差別化を

図るツールの一つとして利活用されている。日本においては利活用の可否や基準、さ

らには担当窓口等が決められていないといった指摘があり活用は進んでいない。 

また、地域には、固有の歴史・風土に根ざした文化財・国立公園等がある。2019 年

４月１日に施行された改正文化財保護法と改正地方行政教育法に基づき、貴重な文

物の滅失・散逸を防ぎつつ（保護）、地元の意向を汲んだ観光面での活用が進められ

るべきである。 

国立公園については、優れた自然や景観など、ポテンシャルが十分に引き出せるよ

う、世界水準のナショナルパークとしてブランド化を進めるべきである。 

➢ 各地におけるユニークベニューの掘り起こしや、利活用に関するガイドライン等の

整備が必要である。 

➢ 文化財について、法改正をテコに各自治体において観光振興につながる活用が

進むことを期待する。例えば松本市（長野県）では、法改正に先がけて、商工会議

所を含めた官民が一体となったニーズ等の調査を行い、文化財の保存・活用に

対する行政支援や観光ルートを進めている。こうした取り組みが全国的に広がるよ

う政府の積極的な支援をお願いしたい。 

➢ 国立公園について、自然保護だけでなく観光資源としての活用を図るため、用途

規制・区域制限などの緩和や ICTを活用した手続きの簡素化等を進めるべきであ

る。 

② 産業観光等テーマ別観光の一層の推進 

全国産業観光推進協議会によると産業観光の 2018 年の参加者数は 7,000 万人を

超え、国内観光客数（日帰り含む）約６億人の約１割超を占める観光メニューとして注

目されている。 

各地の自然、歴史、文化、産業等を共通テーマとして広域で展開している街道観光、

ウォーキングやサイクリングといった健康志向の高まりを背景に進められているスポー

ツツーリズム等、テーマ別の観光を一層推進すべきである。 

     

➢ 地域として産業観光を推進していく場合には、参加者から適正な料金を徴収し

て手配する持続可能な形で運営することが必要であるが、運営主体のスタートア

ップに対する行政支援を求めたい。 
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＜図表２－１参照＞ 

③ 訪日プロモーションのさらなる強化 

    訪日外国人の約７割強が東アジアからであり、さらに幅広く欧米豪からの誘客の拡

大が求められる。欧米豪からのインバウンドはわが国の歴史・文化に対する高い関心

を持ち、比較的に長期滞在・高額消費が見込まれることから、各地域の固有の魅力を

効果的かつ確実に現地に伝えるプロモーションが必要とされている。 

 

 

（２）国際的ビッグイベント等の活用と広域連携 

① 国際的ビッグイベントの機会活用 

これから続く国際的なビッグイベントで多数の外国人が来日する。例えば今年（2019

年）開催されるラグビーＷ杯関係者の滞在日数は平均約２週間と予測されており（総

務省調べ）、訪日外国人旅行者の 2017 年の平均滞在日数（5.2 日）の３倍近い。開催

地での滞在はもとより、広域周遊や消費増加につなげるべきである。 

➢ 各地のプロモーション活動に関し、選手やメディア関係者等インフルエンサーの

活用、活動を主体的に行う人材、情報発信力等に対する国の支援を強化すること

が必要である。 

➢ 関係者滞在中の公式行事等さまざまな機会に、各地の伝統文化の紹介、地域産

品の提供等を行うことが重要である。特に、「復興五輪」と銘打つ東京 2020 大会

では東北の復興を強力にアピールされたい。 

＜図表２－２参照＞ 

 

➢ 全国産業観光推進協議会が始めた産業観光手配サービスの取り組みは、総合

窓口的役割を果たすものとして画期的であり、国内外の人々に活用されるよう支

援すべきである。 

➢ 各地の特色ある伝統芸能は、日本の文化を次世代に引き継ぐ貴重な財産である

とともに、外国人にアピールできる地域の強力な観光資源でもある。伝統行事の

継続や保存伝承のための人材育成を支援すべきである。 

➢ 外国人の呼び込みには、ＳＮＳによる口コミや現地でのＰＲ・プロモーションが不

可欠である。他方、多くの地域では、ＰＲコンテンツの作成、効果的な情報発信・

宣伝手段・ノウハウが不足し、まだまだ手探り状態にある。政府においては、国・

市場別に現地旅行会社やメディアなど関係機関に対するプロモーションやモニ

ターツアーの実施、送客要請等を一層強化されたい。 
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② ＭＩＣＥ開催の機会活用 

ビッグイベントやMICEは都市部での開催が多い。そうしたイベント等への参加をきっ

かけに訪日する外国人を地方に分散させるための仕掛けづくりが重要である。 

➢ MICE のプログラムを開催地である都市部のみで完結するのではなく、エクスカー

ションのコースを広域的に設定するなど、大都市と地方との都市間・広域連携を戦

略的に図ることが必要である。東京都が進めている、友好都市・姉妹都市のつな

がりを活かした自治体間連携、MICE 開催に影響力を持つ「ミーティングプランナ

ー」等に対する PR活動の強化などを参考に効果的な支援策を検討されたい。 

＜図表２－３参照＞ 

③ 「ブレジャー旅行者」を想定したサービス提供の推進 

欧米からの訪日外国人は、観光目的だけでなく、ビジネス旅行者も出張の機会を利

用して観光地を訪問するケースが多い。海外ではこうした出張者を「ブレジャー旅行者

（ビジネス+余暇）」と呼び、その個人支出額は、観光目的旅行と同等以上となっている。 

➢ ブレジャー旅行者の需要の取り込みのため、関係機関と観光庁等が連携して、ビ

ジネスパーソンの目線に立った観光サービスの提供、彼らが必要とする情報の発

信を強化することが重要である。 

＜図表２－４参照＞ 

④ 富裕層の取り込みの推進 

観光消費額の向上に向けて、富裕層の積極的な取り込みも検討すべきである。 

➢ 富裕層の受け入れ環境整備には、海外の富裕層専門旅行者やメディア、高級宿

泊施設等の知見を大いに活用すべきである。また、富裕層の要望に柔軟に対応

ができ、観光資源などの歴史や文化にも精通したガイド養成も不可欠である。 

➢ プライベートジェットを利用する富裕層もいることから、駐機場所やヘリポートなど

のインフラ整備を早急に進める必要がある。利用可能空間の大きい地方空港をモ

デル地域として国として取り組みを推進すべきである。 

⑤ 観光ガイドの質の向上 

欧米豪の訪日旅行者や富裕層は、地域資源を背景の文化や歴史を含めて理解した

いというニーズが大きいと言われている。観光ガイドは地域資源の解説をすることだけで

なく、保全のための監視役となるという点でも重要である。 

＜図表２－５参照＞ 

➢ 環境省が行っている「自然資源を活かす人材育成支援事業」の充実強化等、官

民あげてガイド人材の確保・育成が必要である。また、観光ガイドが業として成り

立つ仕組み作りについても検討の必要がある。 
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⑥ データ・経験の蓄積と活用 

➢ 「ラグビーＷ杯 2019」開催の関連で訪日外国人旅行者がどのように動いたかを官

民が連携して調査し、そのデータの蓄積と分析の結果を、後に続くビッグイベント

の機会に外国人の地方分散を進める基礎資料として大いに活用すべきである。 

 

３．観光産業の競争力向上に向けた対応  

（１）生産性向上、人材確保・育成 

① IoTや AI、ロボティクスを活用した取り組みへの支援 

   地域における観光産業の人手不足・人材不足に対応するためには、IT の活用等によ

る生産性向上や付加価値向上の取り組みが不可欠であるが、中小企業を中心に初期コ

ストが高い、効果がわからない、専門人材がいないといった理由から導入が進んでいな

い。 

➢ 宿泊施設・店舗等のオペレーションの効率化やロボット等の活用による業務の省

人化・省力化による付加価値向上の取り組みが進むようこれまで以上の政策支援

を求めたい。 

➢ 小規模な旅館等については、希望に応じて、海外需要に対応するためのネット予

約システムの利活用が進むよう、導入容易化のための手引き・人的支援等きめ細

かな支援が必要である。 

➢ IoT や AI 等の利活用の基礎となるビッグデータの充実・集約が不可欠である。国

が進めている地域観光統計をはじめとする観光統計の一層の整備・拡充を図られ

たい。 

＜図表３－１、３－２参照＞ 

② 地域一体となった観光まちづくりに対する支援の強化 

観光関連産業は裾野が広く、小規模な事業者であることが少なくない。生産性向上

や経営力向上の取り組みも、資金、人材・後継者等の不足がネックとなって進まない

現実がある。観光は、地域の総合力で振興していくべき地場産業として、国や自治体

の支援を求めたい。 

＜図表３－３、３－４参照＞ 

➢ 地域全体で危機感を共有し、宿泊業、飲食業、土産物店など観光関係事業者の

相互協力により、泊食連携や資材の共同購入、送迎バスの共同運行等を進める

ことが望まれる。こうした生産性向上の取り組みを地域一体となって進める計画に

対し、国や自治体が強力に支援すべきである。 

➢ また、旅館等の事業承継手法の１つとして、所有と運営の分離などの検討を含

め、士業等専門家による伴走型支援を受けやすくなるよう人的支援を含む国等

の支援を求めたい。 
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③ 多様な働き方の導入によるワークシェアリング等の推進 

観光業界では人手と人材の不足が深刻化している。観光関連業務の中には生産年

齢とされる年齢に関係なく、能力・技能次第で高齢になっても活躍できる業務分野が

ある。また、育児や身内の介護に携わっている人の短時間就労による労働力確保策も

検討すべきである。 

＜図表３－５、図表３－６参照＞ 

④ 外国人材の受入環境整備 

2019 年４月１日に施行された改正入管法に伴い、観光関連では宿泊業に関わる外

国人労働者の増加が見込まれ、各地域ではその受け入れや定着、安心・安全に日本

人と共生できる地域社会づくりが求められる。他方、自治体の６割で外国人住民を支

援する窓口の設置が未整備（日経新聞調べ）といった課題も指摘されている。 

＜図表３－７参照＞ 

⑤ 地域交通の運転者確保のための規制緩和 

多くの業界に共通した課題であるが、バス・タクシー業界においても人手不足・従業者

の高齢化が深刻化しているが、高校新卒者の同業界における就業免許規制がある。 

➢ 高校新卒者がバス・タクシー会社ですぐに就業できるよう、第二種自動車免許の

受験資格要件を緩和すべきである。なお、従来の経験年数条件を短縮することに

➢ 業務の切り分けやテレワークの活用等により短時間・フレキシブルな労働力を確

保できる可能性がある。国は、兼業、副業を含め、事業者における多様な働き方

の実践が必要・可能な仕事現場の声に基づく、現実に機能するワークシェアリン

グの取り組みを支援すべきである。 

➢ 観光産業の従業員は、新卒者（大学・高校）の３年以内の離職率が他産業に

比して高い。IT 経営の促進による生産性向上や、従業員教育等を通じた就

業継続意欲・能力の向上に国が積極的に支援を行うべきである。 

➢ 観光産業に特化した専門職大学の設置促進を図るべきである。 

➢ 地域おこし協力隊は、任期終了後に約６割の隊員が同じ地域に定住し、かつ観

光関連事業に従事している割合が大きいとの調査結果がある。地方創生施策と

しての地域おこし協力隊拡充も踏まえ、各地の観光による地域振興に積極的に

活用すべきである。 

➢ 国は「多文化共生総合相談ワンストップセンター（仮）」の整備を全国約 100カ所

で予定しているが、その機能が発揮されるべく未設置の自治体と連携したきめ細

かい支援に万全を期されたい。 

➢ 各地域に派遣されている JETプログラム（語学指導等を行う外国青年招致事業）

参加者や留学生に対する就職先や住居の斡旋等の支援強化を進められたい。 
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なるため、自動車学校等による運転技術の専門教育や適性検査などによる安全

対策に万全を期すべきである。 

 

 

（２）国際観光旅客税の使途 

2019年１月７日より適用された国際観光旅客税の使途については、是非とも既

述のような、事業者における旅行者の利便性向上や海外への地域プロモーション

等に係る費用支援に充当いただきたい。また、観光産業の競争力向上に資する外

国人観光客とのコミュニケーション円滑化、旅行者のニーズ把握のためのデータ

分析・活用、人材育成支援等に使うべきである。 

➢ 外国人とのコミュニケーションツールとしての通訳機器を導入する地域や事業者

への初期投資支援 

➢ 旅行者向けの案内情報・標識等の多言語化整備 

➢ 旅行者の安心確保と医療機関の未収回避を目的とした保険制度の創設・運営 

➢ 旅行者の観光行動に係るビッグデータや外国人が発信する SNS の効果分析、お

よびそれらを活用したい地域や DMO等へのフィードバック 

➢ 生活習慣の異なる民泊利用者と地域住民との共生が図られるようなトラブル未然

防止施策 

➢ IT 活用やインバウンド対応が可能な、地域の観光振興の担い手となる人材の確

保・育成 
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図表１－１ 

公共交通が整備されておらず最も不便だと思われる区間 

  

約５割の地域で主要観光地へのアクセスが最も不便と回答 

 

 

 

 

 

 

 

出典：日本商工会議所「2018年度全国商工会議所観光アンケート」 

 

図表１－２ 

市境を超えた地域公共交通の事例 

 

小山市・栃木市（栃木県）は 2019年３月から、コミュニティバスの相互乗り入れによる広域公営バスの

運行を開始。新路線の運行のほか既存路線を延伸などにより、両市のバス路線を接続する。 
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図表１－３ 

自治体における人口区分別の地域公共交通専任担当者数の割合 

小都市ほど専任担当者がいない自治体の割合が高い 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国土交通省「平成 28年度地域公共交通に関する全国的な現状把握のための調査」 

 

図表１－４ 

市町村における施設の維持管理情報の管理状況 

 

市町村では紙資料で管理している割合が高い 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国土交通省「インフラ長寿命化とデータ利活用に向けた取り組み」 

 

図表１－５ 

路線バスの経路等を調べる際の情報取得先 

   経路検索の際の情報取得先はインターネットが最も多い 

 

 

 

 

 

出典：内閣府世論調査（2016年） 



 

 

 

16 

図表１－６ 

バス事業者の経路検索対応状況 

小規模のバス事業者の約８割がインターネット等の経路検索に未対応 

 

 

 

 

 

 

出典：（国土交通省調査 2016年） 

 

図表１－７ 

Google Mapで札幌駅から旭山動物園への経路を検索した場合 

旭川駅から旭山動物園正門まで路線バスが運行されているが経路検索対象外のため徒歩が案内される 

 

 

 

 

 

 

実はバスが運行している 

 

 

 

出典：国土交通省「地域交通フォローアップ・イノベーション検討会」 

 

図表１－８ 

地域におけるキャッシュレス決済対応の状況 

  約５割近くの地域でキャッシュレス決済への対応が進んでいない。 

 

 

 

 

 

出典：日本商工会議所「2018年度全国商工会議所観光アンケート」 
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図表１－９ 

キャッシュレス決済規格の現状（2019年２月現在） 

選択肢が多すぎるキャッシュレスも課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：一般社団法人キャッシュレス推進協議会 

 

図表１－10 

レンタカーの死傷事故件数の推移（全国） 

平成 26（2014）年から平成 28（2016）年の２年間で約 2.9倍 

 

出典：総務省近畿管区行政評価局「レンタカー事業に関する実態調査 －乗用車の貸渡しを中心として－」 
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図表１－11 

日本、アメリカ合衆国、ドイツ、国際連合の道路標識の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国土交通省「世界の道路標識一覧」 

 

図表１－12 

各国・地域の「一時停止」標識 

 

 

 

 

 

 

出典：北海道庁「国際規格の道路標識の並列表示」 
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図表２－１ 

全国産業観光推進協議会の活動について 

    産業観光のモデルコースを作成し（下図参照）、専門サイトで申込・予約までのワンストップサービスを実施して

いる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：全国産業観光推進協議会 

（事例） 

桑名市産業観光まちづくり協議会（三重県）では視察可能な施設をリスト化し、積極的な受入を実施しており、 

2017年度は 700名を越える視察の受け入れを実施し、970万円程度の市内消費を生み出した。 
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図表２－２ 

ラグビーワールドカップ 2015の開催都市等におけるラグビーワールドカップ 2019 を目的とした 

希望する滞在日数および観戦したい試合数 

 

出典：総務省「ラグビーワールドカップ 2019 を通じた地域活性化についての調査研究報告書」 

 

図表２－３ 

日本の国際会議開催件数（2008年～2017年） 

近年増加にある 

 

 

 

 

 

都市別 国際会議の開催件数（2013年～2017年） 

開催都市は大都市に集中している 

 

 

 

 

 

 

 

出典：日本政府観光局（JNTO） 
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図表２－４ 

ブレジャー旅行者とレジャー旅行者との支出額の対比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）エクスペディア 

出典：エクスペディア 

 

図表２－５ 

訪日外国人旅行者数の日本到着後の情報収集方法 

    米国、フランスからのインバウンドは観光案内人（ガイド）を情報源としている割合が高い 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：じゃらんリサーチセンター(2017年調査) 

 

57％のブレジャー旅行者はレ

ジャー旅行者と同等またはそ

れ以上に支出している 
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図表３－１ 

宿泊施設の予約ルート 

旅館の予約はホテルと比較し旅行業経由が多い 

 

 

（回答数） 

旅館：宿泊料金に朝食・夕食を含む 

  大：客室数 １００室以上    ４５件 

                                            中：客室数 ３１室～９９室  １１６件 

                                            小：客室数 ３０室以下     ９３件 

ホテル：ルームチャージのみで販売 ２５件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：（一社）日本旅館協会「平成 29年度営業状況等統計調査」 

 

図表３－２ 

宿泊施設のホームページの多言語化の状況 

自社ホームページの多言語化は推進する余地がある 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：（一社）日本旅館協会「平成 29年度営業状況等統計調査」 

 

ｈ 
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図表３－３ 

中小旅館業における代表者の年齢 

代表者には 60代が多い 

 

出典：中小企業基盤整備機構「中小旅館業の経営実態調査」 

図表３－４ 

中小旅館業における後継者の有無 

半数以上の旅館で後継者が決まっていない                            

 

 

 

 

 

 

出典： 

中小企業基盤整備機構「中小旅館業の経営実態調査」 

 

図表３－５ 

新卒学卒者のうち「宿泊業・飲食サービス業」の 3年以内の離職率が高い 

  出典：厚生労働省 
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図表３－６ 

2017年度地域おこし協力隊の定住状況等に関わる調査結果 

   

出典：総務省 
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図表３－７ 

居住外国人に対する生活支援 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：日本経済新聞（2019年 2月 8日） 

 


